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                                   No.22  2002 年 3 月 8 日          
                                               

                   タイ株式市場の活性化について                                                  

                                                                                                         

                                                   調査部研究員 三田 剛               
 
 タイ証券取引所(SET)は 2002 年 2 月に、同国の資本市場マスタープラン(注 1)の一環

として、株式市場の活性化を目的に、タイ・オポチュニティ基金(Thailand Opportunity 
Fund)を設立した。基金の規模は当初 100 億バーツ(1 バーツ≒3 円)で、SET が 30 億バー

ツ、政府系の公務員年金基金が 20 億バーツ、国営クルンタイ銀行が 50 億バーツを出資

した。今後 3社以外にも投資を募り、最終的には 300億バーツの規模になる計画である。

基金の投資対象は、上場・非上場を問わず、事業が順調でも過剰債務で資金調達に苦し

んでいる企業の株式や、上場民営化が計画されている国営企業の株式も含まれる。タイ

の取引口座数は約 20 万口座で、多くが投機的な個人の富裕層である。 SET はこれを契

機に、2002 年末までに株式取引の口座数を 40 万口座に倍増させ、個人投資家のすそ野

を広げて、市場の厚みを高めたいとしている。 
 
 市場関係者の間では、オポチュニティ基金の設立はポピュリストのタクシン政権らし

い政策だが、効果は超短期的なものに限られ、中長期的には失敗に終わるであろうと評

価する声が強い。投資先の選定に関して政治的介入を排除できるのかどうか、公正な原

理原則に則った基金運営ができるのかという疑念が拭いきれないからだ。 
 
 持続的な株式市場の発展のためには、中長期的なインフラ整備を推進する必要があろ

う。タイの場合、例えば、株式の販売チャネルを拡充することが考えられる。タイには

28 社のブローカーがあるが、1 社あたりの支店数は 10 店にも及ばない。一方タイの商

業銀行は 3,700 にのぼる支店網を持ち、大きな事業基盤を有している。銀行本体にブロ

ーカー免許を交付し、多くの支店でブローカー業務を展開させることは、投資家層の拡

大に貢献するのではないか。実際に監督当局も、銀行へのブローカー免許の交付を検討

しているようだ(注 2)。他にも、ユニットトラストやミューチュアルファンドのような

投資家の関心を惹く新しい金融商品を提供することも重要だ。投機的な投資家に代わっ

て小口の安定的な投資家を市場に呼び込むことは、これまで間接金融(銀行)が強く、直

接金融の比重が低かったタイにとっては重要な政策目的である。 
長期的視点に基づいた市場インフラ整備は、健全な株式市場の発展の近道になるかもし

れない。日本とて同じである。   
 
(注 1) 2002/1/6 にタイ財務省から同プランの概略が公表されている。  
(注 2) 2002/1/8 Bangkok Post 紙 
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